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 第５章 本計画の目標 
第１節  入間市の気候特性に即した適応策の策定 

 

本市では、気候変動の影響に適応するまちを目指します。 

「気候変動の影響に適応するまち」を実現するため、避けることのできない気候変動の影

響に対応し、被害を最小化、回避するまちづくりを進めるものです。 

気候変動は大きく、以下の 4つの分野に影響を与えると考えられます。気候変動への適

応策の基本方針を図 4.7-1に示します。 

図 4.7-1 本市の適応策の基本方針  
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第２節  入間市が目指す将来像 
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第３節  具体的な取組 
 

第１項 エネルギーの地産地消による分散型エネルギー供給体制の構築 
市内に点在する公共施設および市有未利用地などを活用した、積極的な再生可能エネル

ギー発電設備導入によるエネルギーの地産地消と、分散型エネルギー電源の供給体制を構

築し、地域新電力の誘致・創出を支援することで、脱炭素型社会を目指します。 

図 5.2-1は分散型エネルギー供給体制のイメージ図です。地域新電力が公共施設および

市有未利用地などを活用して再生可能エネルギー発電設備を導入し、PPAモデルによる公

共施設への電力供給体制を構築します。地域新電力が主体となって公共施設の脱炭素化を

図るだけでなく、電力供給に伴う売電収益の一部を、狭山茶振興・里山などの保全活動や

市民の脱炭素化を促進する事業に充当することで、「地域の脱炭素化」×「地域課題」の

同時解決につなげることを目指します。 

 

 

図 5.2-1 分散型エネルギー供給体制イメージ(上図)、売電収益還元イメージ(下図) 
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第２項 ゼロカーボンドライブ普及による防災レジリエンス強化 
電気自動車(以下「EV」という。)の普及促進と脱炭素や地球温暖化防止といった環境問

題への周知を目的として、再生可能エネルギーの導入と同時に、公用車として EV を活用

します。また、公用車として利用しない時間帯については、市民へ EV シェアリングを行

うことによるゼロカーボンドライブの普及を図ります。同時に、公共施設へ EV を分散配

置し、市全体の防災レジリエンス強化と停電を伴う災害時の電力確保につなげることで、

安全に安心してくらせるまちを目指します。 

 

図 5.2-2 EV活用方法イメージ図 

 

※1 ポータブル変換機とは 

EVの蓄電能力、プラグインハイブリッド 車(PHV)の発電・蓄電能力、燃料電池自動車(FCV)の発電能力

を活用し、電気機器に電力供給を行う装置。 
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第３項 市内企業の脱炭素化を促進することによるゼロカーボン産業団地の実現 
市内企業の脱炭素化を促進することにより、企業の取引機会拡大と、RE100 宣言※2

企業や次世代企業の誘致につなげます。 

 

図 5.2-3  目指す産業団地イメージ図 

※2 RE100宣言とは 

企業、自治体、教育・医療機関などの団体が使用電力を 100％再生可能エネルギー(再エネ)に転換する意

思と行動を示し、再エネ 100％利用を促進する枠組みです。 

 

第４項 狭山茶振興・里山など自然環境の保全と循環型社会の共生 
売電収益の活用などによる、狭山茶振興・里山などの保全と、循環型社会との共生を図

り、本市の豊かな自然環境を次世代につなげます。 
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第４節  温室効果ガス排出量の将来推計 
 

第１項 対象とする温室効果ガス 
 対象とする温室効果ガスについては、「温対法」が定める次の 3 種類のガスを対象とし

て削減目標を設定します。 

 

表 5.3-1 温室効果ガスを排出する主な活動 

出典：環境省 地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアル 算定手法編より 

  

第２項 温室効果ガス削減についての考え方 
温室効果ガスの削減目標は、「何も対策しなかった場合(現状対策レベル)の温室効果ガス

排出量の将来推計(BAU)」に対し、想定される対策による削減見込量の積み上げにより設

定します。想定される削減見込量は、「再生可能エネルギーポテンシャルの最大限利用」

「 本市独自の施策または、積極的に実施する施策による削減 」「 産学官民連携の省エネ対

策の促進による削減」を対象としています。              

図 5.3-2目標設定方法 
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第３項 再エネ導入ポテンシャルについて 
再生可能エネルギーには、太陽、風力、水力、地熱、バイオマスなどがあります。本市

の再エネ導入ポテンシャルを、環境省が提供する再生可能エネルギー情報提供システム

REPOS(リーボス)の令和 4(2022)年データを使用し調査をしたところ、発電部門の導入

ポテンシャルでは太陽光発電のみとなります。 

熱利用部門では、地中熱の導入ポテンシャルが高いことがわかります。しかしながら、

地中熱を利用するには、熱交換器設置に伴う掘削費用が高額であることや、地下水を利用

するため、周辺環境への配慮が必要など、導入に向けたハードルが高くなります。長期的

には導入ポテンシャルの高い地中熱の導入検討が求められています。 

 

 表 5.3-3本市の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

 

※単位について  

・1MWh = 1000 kWh  ：一般家庭の１日あたり電気使用量は約 6.1kWhです。 

・1MJ=1000kJ     ：水 1Lを1℃上げるために必要な熱量は約 4.2kJです。 

  

 

発電部門 

熱利用部門 
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また、再エネ導入ポテンシャル(太陽光発電)の発電量に着目すると、図 5.3-4が示して

いるとおり、200,010MWhのポテンシャルがあることが分かります。再エネ導入量とし

ては、すでに 25,538MWhが導入されていますが、導入量は低く、全体導入ポテンシャ

ルの 12.77%となります。 

 

 

図 5.3-4 本市の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量(電力) 

 

 

図 5.3-5本市のエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル(電力) 

 

本市で使用されるエネルギー消費量は図 5.3-5で示すとおり 809,469MWhとなりま

すが、現在の導入量だと、およそ 3.15％しか補えません。しかしながら、再エネ導入ポ

テンシャルが全て導入された場合、全消費電力の約 24.7%を補えることから、脱炭素化

を早期に進めるには、太陽光発電による再生可能エネルギー導入の拡大が有効と考えられ

ます。 
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第４項 温室効果ガス排出量の将来推計 
平成 25(2013)年度から平成 30(2018)年度までの温室効果ガス排出量の実績値を元

に、令和 12(2030)年度および令和 32(2050)年度までの温室効果ガス排出量の複数シ

ナリオ(以下の①〜③に示す。)を、活動量のトレンド予測により算出しました。 

① 現状趨勢(BAU)予測(森林吸収量を考慮したシナリオ)【現状 BAU】 

② 令和 12(2030)年度 46%削減目標を達成したとし、以降も同様な対策を継続した

場合のシナリオ【令和 12(2030)年度目標達成】 

 

 

 

 

 

図 5.3-6温室効果ガス排出量の将来推計 

 

① 現状 BAU 

令和元(2019)年度から何も対策を講じなかった場合の将来推計では、エネルギー転換

部門、燃料燃焼分野の自動車走行、農業分野のすき込み※2 と農業廃棄物の焼却、廃棄物

分野の排水処理において温室効果ガス排出量は増加傾向にありますが、総排出量をみると

減少傾向にあります。 

※2 すき込みとは、肥料や堆肥、緑肥などを加えながら耕すこと。 

 

令和 12(2030)年度の総排出量は、平成 25(2013)年度比で約 21%減少、令和 

32(2050)年度は約 35%減少と推計され、二酸化炭素吸収源のより詳細な把握と削減目

標の達成に向けた対策が必要です。 
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表 5.3-7 温室効果ガス排出量の将来推計 

 

 

図 5.3-8 現状趨勢予測による総排出量の推移 

 

② 令和 12(2030)年度目標達成 

仮に、令和 12(2030)年度に、平成 25(2013)年度比 46%削減目標を達成したとし、

以降も同様な対策を継続した場合には、令和 32(2050)年度で約 61%の削減にとどまる

と予測されます。また、温室効果ガス吸収源の CO2吸収量は排出量に対して約 0.5%と、

寄与率が低いと想定されます。 

小計 
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第５項 温室効果ガス排出量の削減目標と計画のスケジュール 
本市の温室効果ガス排出量削減目標は、中期的に、令和 12(2030)年度に  平成

25(2013)年度比 46%削減、長期的に、令和 32(2050)年度にカーボンニュートラルを

目指します。 

また、本計画の進捗や社会情勢を鑑みて適宜、本計画の見直しを実施します。 

 

 

図 5.3-9計画のスケジュール 

 

 

 

 

 

図 5.3-10 温室効果ガス排出量推移 
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第５節 中期・長期目標・部門別削減目標の設定 

 

中期目標(単位：t-CO2) 

表 5.4-1 本市温室効果ガス排出量中期目標 

 
平成 25(2013)年度

部門別排出量 

令和 12(2030)

年度部門別排出量 

(目標) 

平成 25年

(2013)年度比 

部門別増減量 

(目標) 

産業部門 272,910 165,770 107,140 

業務その他部門 159,954 63,290 96,664 

家庭部門 174,628 57,627 117,001 

運輸部門 214,082 151,150 62,932 

廃棄物部門 19,243 12,715 6,528 

その他ガス 12,785 10,391 2,394 

合計 853,602 460,943 392,659 

削減割合(目標)   46% 

 

令和 12(2030)年度までに達成する各部門別の取組は、第 6章第 1節にて記載します。 

 

長期目標(単位：t-CO2) 

表 5.4-2 本市温室効果ガス排出量中期目標 

 
平成 25(2013)年度

部門別排出量 

令和 32(2050)年度

部門別排出量(目標)＊ 

産業部門 272,910 791 

業務その他部門 159,954 319 

家庭部門 174,628 320 

運輸部門 214,082 258 

廃棄物部門 19,243 53 

その他ガス 12,785 45 

森林吸収 - △1,786 

合計 853,602 0 

 ＊令和 32(2050)年度の目標値は、平成 25年度各部門別の放出量を按分法で算出 

 

図 5.4-3 長期目標イメージ図(カーボンニュートラル)  

出典：環境省 脱炭素ポータルHP 


